
　令和　　　年　 　月　　　日

次のとおり申請します。

申請

(1)前年の一人当たり給与等支払額を超えている　　　※①-1、①-2、②、③、④はいずれか１つのみ申請可

 ①-1 令和７年分が令和６年分と比較して一定以上増加している

【令和７年分】

支払総額 人数 一人当たり支払額 Ａ
÷ ＝ 円

※1円未満切り上げ

【令和６年分】

支払総額 人数 一人当たり支払額 Ｂ
÷ ＝ 円

※1円未満切り上げ

【増加率】      A              B
－

B
※小数点第二位四捨五入

 ①-2 令和８年分が令和７年分と比較して一定以上増加している

【令和８年分】

支払総額 人数 一人当たり支払額 Ｃ
÷ ＝ 円

※1円未満切り上げ

【令和７年分】

支払総額 人数 一人当たり支払額 Ｄ
÷ ＝ 円

※1円未満切り上げ

【増加率】      C D
－

D
※小数点第二位四捨五入

② 継続雇用している正社員への支給額が前年より一定以上増加している

③ 時間外手当や賞与等を除いた支給額が前年より一定以上増加している

④ 継続雇用している正社員の基本給の定期昇給等が前年より一定以上増加している

(2) 令和８年分が全国平均を超えている

【令和８年分】

支払総額 人数 一人当たり支払額 Ｅ
÷ ＝ 円

※1円未満切り上げ

一人当たり支払額 Ｅ

円 ＞ 【全国平均】　※令和８年４月公表予定

賃金水準に関する加点　

・令和８年分 給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（控え）

（令和９・１０年度定期年入札参加資格審査申請用）

建設工事入札参加資格審査申請書 【別表】

商号又は名称 ：　

代表者氏名    ：　

１　社会的要請への対応状況 添付書類（いずれも写し）

許 可 番 号

・比較対象年（２年分）　給与所得の源泉
徴収票等の法定調書合計表（控え）

 ・（別記様式）賃金引き上げに係る実績確
認書類（税理士、公認会計士又は社会保
険労務士による第三者の確認を受けたも
の）

・令和７年分 給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（控え）

× 100

・令和７年分 給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（控え）

%

・令和６年分 給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（控え）

・令和８年分 給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計表（控え）

× 100 ＝ %

＝



加点対象の場合

　次の若年者等は、令和８年１１月１日以降も継続して雇用しており、県内に在住している。

　　【対象者の氏名及び生年月日】

氏名 生年月日

氏名 生年月日

加点対象外となった場合

　申請した若年者等が令和８年１０月３１日以前に退職した、県外に転居したなど、加点対象外となった。

　　【対象外となった者の氏名】

氏名

氏名

・対象者の雇用保険被保険者資格喪失
届・氏名変更届

・対象者の住民票
　(発行日が令和８年１１月１日以降のも
の)

２　人材の確保・育成の状況　※令和８年１１月１日より前に面談審査した場合

若年者等雇用に関する加点（事後確認）　※該当する項目に入力してください。

　　年　　　　月　　　日生

　　　　年　　　　月　　　日生


